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教育基本法改正継続審議に向けての見解と要望 

 

 政府は今年４月２８日、国会に教育基本法改正案を提出し、他方、民主党も日本国教育

基本法案を提出し、衆議院特別委員会で審議が行われたが、審議未了により秋の国会で継

続審議が行われることになった。 

  この審議に鑑みつつ、私どもは、改正問題に関する本見解を纏め、ここに意見書として

委員各位に送呈する。来るべき特別委員会における論議においてもぜひご考慮願いたいと

考える｡ それとともに私どもは、広く父母・市民・教師・学生等々に対しても、教育学専

門家がどのように考えているかについて理解を得ることができればと願っている。 

 

Ⅰ 改正案の問題点 

改正理由不明 

１ 政府案は現行法の全面改正案であり、民主党案は､現行法を廃止し新法として提案され

た。いずれの案も、なぜいま改正の必要があるのか、しかも全面改正が不可欠なのか、そ

の立法事実は不明確であり、提案理由は説得力を欠いている。新法あるいはそれに等しい

全面改正ならば、廃止理由も含めて、立法事実にはより丁寧な理由説明が必要である。今

後継続審議に充分に時間をかけ丁寧な審議がなされるならば、現行法に仮に限界や問題が

あるとしても運用によって解決される事柄は何か、改正によって事態はさらに悪化するの

ではないかといった問題点も明らかになるであろう。しかし既往の審議を見る限り、この

ような配慮をうかがうことはできない。世論の一部にある「教育基本法を変えなければで

きない教育改革があるのか」といった素朴かつ正当な疑問に対して、明確な説明がなされ

ているとは見られない。 

 

憲法との関係 

２ 政府の改正理由には、改正が憲法改正と一体のものであることは明言されず、それゆえ

に立法理由はいっそう不鮮明なものとなった。しかし、教育基本法改正論の歴史をたどれ

ば、それが憲法改正を先取りしての改正という位置を占めて来たことは明白である。今回

わずかに残された「憲法の精神にのっとり」という文言はそのことを糊塗したものに過ぎ

ないと判断される｡ さらに､改正の要点は､後述するように現憲法の精神に反するところが

あまりに多い。他方、民主党案は､憲法改正とワンセットの教育基本法改正であり、それだ

けに「憲法改正に先んじての現行法廃止･新法提出」という手続き自体、明白な自己矛盾を

犯している。 

 

制定過程の歴史認識 
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３ 特別委員会では、教育を含む戦後の諸改革が占領下に押しつけられたものであるにもか

かわらず､ 未だにそれに引きずられているのは｢敗戦後遺症｣であるという言葉すら出され

た。また、それと重ねて、教育勅語の賛美や「国体」美化の発言も繰り返しなされた。こ

れらは教育基本法の成立を含めて戦後教育成立過程の歴史事実を歪曲しているだけではな

い。占領下に日本の真の独立を願い、人間性開花のための教育という営みを通じて、国民

の知性と文化の創造に期待した先人たちの努力を無視した議論である。軽薄な判断によっ

て戦前教育を無媒介に戦後に連ねることは許されない。戦後教育改革に関する教育史研究

の成果に対して真摯な学習が行われることを期待する。 

 

法律主義の限界―法は心に立入禁止 

４ 両法案ともに、法律に規定して行く際に抑制すべき諸点（前文、教育の目的、目標、新

設の家庭教育など）についての自覚がない。必要なことはすべて法に規定し、しかも教育

は法に従うべきこと（政府案新設１６条）を強調している。また、教育は政治から自立し

ていなければならず、法はそのための限界を定めるもので、教育への不当な支配をチェッ

クするのが基本法なのだという現行法の精神（これは憲法の精神でもある）からも逸脱し

ている。国家と教育、教育と「伝統｣の関係をめぐる最近の論調に照らせば、以上のような

改正が行われるならば、法によって国家道徳を定め、教育でこれを実施し、目標達成へ向

けて学校と教職員評価を行うという事態が生まれるのではないかと危惧される。 

  また、政府案新設の１７条（｢教育振興基本計画｣）は､新法を政府の教育基本計画の立案・

実施・予算配分の根拠法としようとしているものであり、現行法はもちろん、憲法の精神

（第１３条、１９条、２３条、２６条)に反するものである。しかも教育振興基本計画は国

会に報告すればよしとされており、政府・行政官庁の恣意的政策も合法化される。競争と

評価を軸とする管理主義的教育に拍車がかかる恐れが充分に予想される。条件整備および

そのための長期計画はもちろん行われるべきである。ただし、そのためには、現行法第１

１条の趣旨に基づいて､ 新たな立法がなされればよい筈である。 

 

教育観の問題 

５ 私どもはまた両法案に示されている教育観に大きな疑問を感じざるを得ない。 

 教育は本来、子どもの人間としての成長発達とそれに不可欠な生活と学びの権利の保障

を任務とするものであり、「はじめに国家の統治作用としての教育ありき」ではないはず

である。 その点、民主党案の学習権規定には積極的な意義が認められる。しかし、発達

する権利・学習する権利を子ども・青年・成人の権利の中核とみる観点からすれば、同法

案の前文や第１条の教育理念・目的の規定とは矛盾してこよう。すなわち「学習権」とい

う文言は記されているものの、その内容は、国家による道徳教育（愛国心教育を含む）を

学ぶに過ぎないことになるのではないだろうか。国あるいは政府は、すべての子ども・青

年・成人の成長発達の権利と学習の権利を保障するための条件整備にこそ積極的な役割を
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果たすべきであって、「道徳の教師」になるべきではない。 

 

国民的討議の必要 

６ 国会で教育が本格的に議論されるのは貴重なことである。しかしそれは直ちに教育の憲

法ともいうべき教育基本法の改正につながるものではない。 

   現在提出されている２法案はいずれも廃案とし、引き続き教育問題を広く人々の論議に

ゆだねつつ、現行法の精神をより豊かに発展させることをねがうものである。 

 

Ⅱ 未来展望の中で 

以上のことを前提にした上で､なお将来、現行法の｢改正」が必要であるという国民的合意

が形成されるような事態が生まれるとすれば、論議に当たって､以下の諸点に関して特段の

配慮が不可欠である｡ 

 

教育基本法の精神の継承・発展  

1  法律にどこまで理念や目的を規定できるかについては、現行法の成立過程においても論

議され、「それはお説教ではないか」という厳しい意見もあった｡ 政府は法の限界を自覚

し、抑制的に、しかし教育が戦争に奉仕したという事実の反省をふまえ、国際的な動向の

中でこれ以上は譲れないという普遍的な原理・目的に限定し教育と学校の制度原理を示し、

あとは子どもと教育にかかわる人々の子育てと教育への自由な取り組みを保障すること､

政治および教育行政のなすべきことは教育の条件整備に限られるべきことを法定したので

あった（前文､第１，２，３、４，１０条）。 

  現行法が６０年前に作成されたという歴史的限界を持つことも確かである。現行法の教

育の目的規定さえ法になじまないとする見解は制定当時にもあった。しかし、仮に発展的・

順節的改訂がなされるのであれば、先ずもって上記の法の精神こそが徹底して自覚される

べきである。 

 

再発見と再創造 

2  同時に、制定から今日までの間に、同法はいわば「未完のプロジェクト｣として絶えず｢再

発見｣され、その解釈も豊かに発展させられてきた。「能力に応じる」という文言の内容を

どのようにとらえるか、「人格の完成」という概念に何を盛り込むか、「教育を受ける権

利」(right to receive education )という表現は学習権を軸とする「教育への権利｣(right to 

education )として考え直されるべきではないか、といった解釈が展開されている。これら

の解釈深化の基盤には、戦後日本における教育実践の深まりと国際社会における教育理解

水準の向上と展開がある。 

  改正をめぐる論議に際して最も重視されるべきは 現在の教育問題の根源を直ちに教育

基本法のあり方に求めたり､ 現代的用語の軽薄な導入に走ったりすることではなく、戦後
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日本と国際社会における教育実践の成果と理論の蓄積に敬虔に学ぶことである。それは国

民的合意形成に向けての第一要件であると言えよう。 

 

学習の権利と条件整備原則 

3  第二の要件は、基本法の任務は､教育に関する条件整備の原則を明示することにあると

いう理解である。そしてその原則は､憲法の精神と教育の条理とに基づいて設定されるべき

である。 

  憲法と現行教育基本法が保障している教育の自由と自律性は、単に国家からの自由を意

味するものではない。すべての国民に対して、その自由を行使して子育て・教育に関して

積極的に発言し、子育て･教育についての合意の水準を高め、父母・住民が参加し、教師と

共同して子どもを主人公とする学校づくりを進める自由である。言葉を換えれば、その自

由の行使は｢現代世代の未来世代への責任｣を果たすための積極的な自由としてとらえ直さ

れるべきである、私どもは､以上の理解を｢教育の条理｣をあらわすものと考え、基本法はも

とより､ あらゆる教育法はその条理に貫かれていなければならないと判断する。 

  政府（教育行政）は､ 法に基づき以上の条理に立つ教育活動･教育実践をこそ励ますべき

である。例えば乳幼児期の保育・教育､高等教育､社会教育､ 生涯学習なども、まさに社会

の発展に伴って新たな条件整備が求められる領域であって､ 今回の政府案が示しているよ

うに､ 既に関連法が存在するのに重複して基本法に盛られればよいという問題ではない。 

                                                                           以上 
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